
長崎県スタートアップ共創促進事業計画認定要領 

 

（趣 旨） 

第１条 この要領は「長崎県スタートアップ共創促進事業」を推進するために、県内スタートア

ップとの連携による新商品・新サービスの開発など新たな事業創出等を目指す県内企業等が

策定する事業計画（以下、「長崎県スタートアップ共創促進事業計画」という。）の認定につい

て、必要な事項を定める。 

 

（定 義） 

第２条 この要領において、「県内スタートアップ」とは、長崎県スタートアップ共創促進事業

費補助金の交付申請時に県内に事業拠点を有し、新たなビジネスモデルにより成長を目指す企

業をいう。 

 

（認 定） 

第３条 長崎県スタートアップ共創促進事業計画について、知事の認定を受けようとする者は、

本要領に定める手続きにより認定申請を行わなければならない。 

 

（申 請） 

第４条 認定を受けようとする者は、別に定める申請期間内に次の各号に掲げる書類を知事に提

出するものとする。 

 (1) 認定申請書（様式第１号） 

 (2) 補助事業計画書（様式第２号） 

 (3) 県税に未納がないことを証明する納税証明書又は申出書（様式第３号） 

 (4) 法人税、消費税及び地方消費税に係る未納税額のないことを証明する納税証明書又は申出

書（様式第３号） 

 (5) 直近事業年度の貸借対照表及び損益計算書等の写し（作成していない個人事業主の場合は、

直近の確定申告書第一表と第二表の写し） 

 (6) 申請者が法人の場合は、法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）、申請者が個人事業主の

場合は、本人確認書類の写し 

 (7) 会社案内等の事業概要が分かる資料 

 

（申請の募集） 

第５条 県は、期間を定め、認定を受けようとする者からの申請を募集する。 

 

（申請対象者） 

第６条 認定申請ができる者は、県内において申請に係る事業を実施する者であり、原則として、

次の各号を全て満たすものとする。 

(1) 県内に主たる事務所、事業所を置いて事業を実施していること。 

(2) 申請日時点において、創業後１年を経過していること。 

(3) 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団又は暴力団員の統制下にあ 

る団体等でないこと。 

(4) 法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）別表第一に規定する公共法人でないこと。 



(5) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）に 

規定する「性風俗関連特殊営業」又は当該営業にかかる「接客業務受託営業」を行う 

者でないこと。 

(6) 法人税（個人事業主の場合は所得税）、県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

又は、納税に関して、正式な猶予の手続き等を経ていること。 

(7) 第２条の規定による県内スタートアップと連携し、新たな事業創出等に取り組む者である 

こと。 

 

（申請要件） 

第７条 認定を受けようとする者は、県内スタートアップとの連携による新商品・新サービスの

開発など新たな事業創出等が見込まれる事業計画を策定し、第４条に定める補助事業計画書（様

式第２号）により県に提出すること。 

 

（審査会） 

第８条 知事は、審査会を設置し、申請があった案件について、審査を行う。 

２ 審査会は、付託された申請案件について、次の各号に掲げる事項を審査し、審査結果を知事

に報告する。 

  (1) 事業の適格性（本事業の趣旨に合致した事業であるか） 

 (2) 事業の新規性・革新性（スタートアップと連携して実施する取組に新規性・革新性がある

か） 

 (3) 事業の有効性（地域経済への波及効果が期待できる事業であるか） 

(4) その他、審査会において必要と認めた事項 

 

（認定の通知） 

第９条 知事は前条の規定による審査の結果に基づき、事業計画の認定を行うものとし、認定後

は速やかに申請者にその旨を通知するものとする。 

 

（認定の有効期間） 

第 10 条 前条の規定による認定の有効期間は、認定の日から当該年度の末日までとする。 

 

（認定内容の変更） 

第 11 条 認定企業は、第９条の規定による通知を受けた後、申請した内容に変更が生じたとき

は、速やかに変更届出書（様式第４号）を、知事に提出しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、認定事業の目標達成に大きく影響を及ぼす等、著しい変更が生じ

るときは、事業認定変更申請書（様式第５号）を知事に提出し、承認を受けなければならない。 

 

（変更の承認） 

第 12 条 知事は、前条第２項の規定による変更申請書の提出があった場合において、当該変更

申請書に係る変更の内容が適正であると認めたときは、承認するものとする。 

２ 知事は前項の規定による承認をするにあたり、必要と認める場合には、審査会の意見を聞く

ことができる。 

 



（状況報告） 

第 13 条 知事は、必要があると認めるときは、認定企業に対し、事業計画の進捗状況等につい

て、口頭又は文書により報告を求めることができる。 

２ 前項の報告を求められた時には、認定企業は速やかに報告しなければならない。 

 

（認定の取消し） 

第 14 条 知事は、認定企業が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、認定を取り消す

ことができる。 

(1) 第６条の規定による要件を欠くに至ったとき 

(2) 虚偽の申請により認定を受けたとき 

(3) 事業計画を中止又は廃止したとき 

 

（雑 則） 

第 15 条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和８年７月９日から施行する。 



様式第１号（第４条関係） 

  年  月  日 

 

長 崎 県 知 事           様 

 

 

所 在 地               

（申請者）名  称               

代表者名               

 

 

 

長崎県スタートアップ共創促進事業計画認定申請書 

 

 

 長崎県スタートアップ共創促進事業計画の認定を受けたいので、長崎県スタートアップ共創促進

事業計画認定要領第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

（添付書類） 

１ 補助事業計画書（様式第２号） 

２ 県税に未納がないことを証明する納税証明書又は申出書（様式第３号） 

３ 法人税、消費税及び地方消費税に係る未納税額のないことを証明する納税証明書又は申出書

（様式第３号） 

４ 直近事業年度の貸借対照表及び損益計算書等の写し（作成していない個人事業主の場合は、

直近の確定申告書第一表と第二表の写し） 

５ 申請者が法人の場合は、法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）、申請者が個人事業主の場

合は、本人確認書類の写し 

６ 会社案内等の事業概要が分かる資料 

 

 

発行責任者及び担当者 

 発行責任者 ○○ ○○（連絡先〇〇〇―○○〇―〇〇〇〇） 

 発行担当者 △△ △△（連絡先〇〇〇―○○〇―〇〇〇〇） 

 



様式第２号（第４条関係） 

補 助 事 業 計 画 書 

１．申請者 
 

申請企業名  

代表者 （職名）            （氏名） 

本事業の 

拠点所在地 

〒 

事業責任者 

（所属） 

（職名）         （氏名） 

（ＴＥＬ）        （電子メール） 

 

連携スタートアップ 

（企業名）            （ＨＰ） 

（代表者） 

（本社所在地）             

（県内事業拠点）（計画申請時点で県内拠点がない場合には、「〇年〇月に設置予定」等と記入） 

 



２．事業計画の概要 

① 実施計画のテーマ及びこれまでの課題 

テーマ  

課題 （本事業になぜ取り組む必要があるのか、現状の自社の課題等を含めて記載してください。） 

 

② 具体的な取組内容（事業の適格性） 

（本事業の趣旨を踏まえて、具体的にどのような取組を実施するかを記載してください。） 

 

 

③ 取組内容の新規性・革新性（事業の新規性・革新性） 

（スタートアップと連携して実施する取組の新規性・革新性等を記載してください。） 

 

 

④波及効果（事業の有効性） 

（本取組により、どれくらいの売上・生産性向上などの効果が見込めるか。地域経済（雇用・産業）への波及効果があるか。

他社・他地域への展開可能性があるか等について記載してください。） 

  



３．補助事業にかかる収支計画（    年  月～    年   月） 

（１）  収入の部                              （単位：円） 

収入区分 金 額 備  考 

本補助金   

自己資金等（借入金等含む）   

合   計   

（２）  支出の部 

経費区分 種別 
補助事業に 
要する経費 

補助金 
充当額 

備   考 

補助

対象

経費 

(1)外注費 
委託・外注費    

借料及び損料    

(2)物品費 
備品費    

消耗品費    

(3)その他 その他諸経費    

小 計    

補助

対象

外の

経費 

     

     

小 計 
   

合 計    

 

（注１）「備考」の欄には、経費の内容及び積算明細について、外注件名及び備品等の名称、単価、数量 

及び金額を各々記載すること。なお、当該金額の合計は、「補助事業に要する経費」欄と一致すること。 

内容が多く備考欄に記入できない場合は、別紙「補助対象経費明細」に記入すること。 



（ 別 紙 ） 

補 助 対 象 経 費 明 細 

 

経費区分 種別 金額（円） 内 容 説明・積算内訳 

 

    

    

    

小 計    

 

    

    

    

小 計    

 

    

    

    

小 計    

合  計    

 

注１．「経費区分」「種別」は、実施要綱別表に定める「経費区分」「種別」欄の項目を記入する。 

注２．「内容」は、実施要綱別表に定める「内容」欄を参考に経費の内訳を記入する。 

注３．「合計」は「３．補助事業に係る収支計画」の「（２）支出の部（補助事業に要する経費）」の合計と一致す

る。 



様式第３号（第４条関係） 

  年  月  日 

 

長 崎 県 知 事           様 

 

 

所 在 地               

（申請者）名  称               

代表者名               

 

 

 

申 出 書 

 

 当社におきましては、下記１及び２の税について、未納税額がないことを申し出ます。 

     

  

                     記 

 

 

１ 県税 

 

 

２ 法人税、消費税及び地方消費税 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発行責任者及び担当者 

発行責任者 ○○ ○○（連絡先〇〇〇―○○〇―〇〇〇〇） 

発行担当者 △△ △△（連絡先〇〇〇―○○〇―〇〇〇〇） 

 



様式第４号（第 11 条関係） 

  年  月  日 

 

長 崎 県 知 事           様 

 

 

所 在 地               

（申請者）名  称               

代表者名               

 

 

 

変 更 届 出 書 

 

 

     年  月  日付け    第   号をもって認定の通知があった事業計画の内

容について、下記のとおり変更が生じましたので、長崎県スタートアップ共創促進事業計画 

認定要領第 11 条第１項の規定により届け出ます。 

 

 

記 

 

１ 変更の理由 

 

 

 

 

２ 変更の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発行責任者及び担当者 

発行責任者 ○○ ○○（連絡先〇〇〇―○○〇―〇〇〇〇） 

発行担当者 △△ △△（連絡先〇〇〇―○○〇―〇〇〇〇） 

 



様式第５号（第 11 条関係） 

  年  月  日 

 

長 崎 県 知 事           様 

 

 

所 在 地               

（申請者）名  称               

代表者名               

 

 

 

事 業 認 定 変 更 申 請 書 

 

 

    年  月  日付け    第   号をもって認定の通知があった事業計画の内容

について、下記のとおり変更したいので、長崎県スタートアップ共創促進事業計画認定要領第 11

条第２項の規定により申請します。 

 

 

記 

 

１ 変更の理由 

 

 

 

 

２ 変更の内容 

 

 

 

 

 

 

 

（添付書類）事業計画書 

 

 
発行責任者及び担当者 

発行責任者 ○○ ○○（連絡先〇〇〇―○○〇―〇〇〇〇） 

発行担当者 △△ △△（連絡先〇〇〇―○○〇―〇〇〇〇） 

 


